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研究成果の概要（和文）：発見は大きく3つである。第1に，新興民主国で発生しやすい選挙時の民族主義的な動
員は，低格差国では社会統合的な側面を有する傾向がある一方，高格差国では排斥的なそれに転嫁しやすい。但
しこれが新興民主国特有の現象であるか不明のため成果公刊には至っておらず引き続きの研究を要する。第2
に，上記のような選挙近接効果が数か月間の短期間でも観察されることがある。またその過程では極右政党等以
上に中道政党等の影響も看過できない可能性が高い。第3に，領土交渉等の国家間交渉においても，世論圧力の
回避のために選挙近接時ほど妥結に至りにくいことが確認され，頻繁な民主的選挙と柔軟な外交交渉の両立困難
性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：We report three findings: (1) while economic inequality and electoral 
proximity each have positive effects on the enhancement of national pride of respondents (as the 
previous literature maintains), their interaction has a negative effect on it. (2) The national 
pride of those who support the party of the incumbent prime minister enhances when elections get 
closer, but that of radical right party supporters does not. (3) In international disputes, leaders 
can retreat from their demand when the upcoming election is in the distant future. This implies, 
ironically, that frequent democratic elections can obstruct peaceful conflict resolutions. 

研究分野：比較政治学
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１．研究開始当初の背景 
 
近年の比較政治学では，選挙およびエリー
トの集票戦略がもつ，人々への影響力や政治
的帰結の研究が増加しつつある。しかし,新興
民主主義国を対象とした研究は蓄積が少な
く不十分であり，民主主義国が世界的に増加
するなか，先進民主主義国だけを分析対象に
していては，その機能やダイナミズムを妥当
に把握することはできない。 
選挙でもっとも重要な争点となるのが経
済や福祉をめぐる争点であり，経済状況は重
要な要因の一つである。賞罰理論・業績投票
理論にはじまる多くの研究が，民主主義国で
は経済パフォーマンスの良し悪しによって，
現職候補の当選可能性が左右されることを
明らかにしてきた。 
上記のことを当該政治エリートたちは熟
知しているから，経済イシューに依拠して活
発な動員が展開できない場合（たとえば不景
気や高い格差が認識されるとき）には，異な
る争点に頼らざるを得ない。その際，特に文
化的なイシューの中でももっとも強力な動
員力を有する民族主義的・国粋主義的な言説
に依拠した動員を展開することが予想され
る。そして，有権者がいまだ政治家の能力や
政策の効果について十分な情報を持ちえて
いない新興民主主義国においては，その動員
による効果は極めて大きく，人々の世論・態
度が大きく変わることが想定される。 
その影響力がどのようなものか，どれほど
のものか知るためには，民族主義と経済認識
の両面から選挙動員や政策変更などの集票
戦略の実態を把握し，人々に与える影響とそ
の意識の変化を分析することが必要となる。
調査項目を多様化し，分析対象を拡大する余
地がある。 
 
２．研究の目的 
 
80 年～90 年代後半にかけて民主化した新
興民主主義国（東欧・中南米・東アジア・ア
フリカ）を対象とし，選挙の実施およびそれ
を意識した政治エリートの選挙動員・政策変
更が，いかに人々の意識を変化させるのか分
析する。 
 
３．研究の方法 
 
 本事業の応募段階においては既存データ
セットの計量分析と複数諸国における現地
事例研究の組み合わせによる総合的な分析
を行う予定であった。だが，以下の２つの理
由により，もっぱら計量分析を中心とした研
究手法となった。第１には，研究過程上構築
された人脈により，やや有利な条件によって，
ある研究対象国で世論調査を独自に実施で
きる環境を得たことである。具体的には東欧
の多民族国家であるところのラトヴィアで，
質問項目をこちらで自由に用意し，かつ選挙

前後に繰り返し調査を行えるという，本研究
の目的上きわめて有利な条件（実験的な状
況）での調査が行えることになったためであ
り，計画を一部変更しそちらに注力すること
にした。第２には，本課題採択後に所属変更
した機関（本研究事業期間の殆どを所属）に
おけるローカルルールにより科研費支出が
認められなくなった事項が複数発生し，本予
算によるフィールド調査に支障が発生した
ためである。 
 
４．研究成果 
 
（１）格差と選挙近接の交互作用効果 
多国間のラージ N 研究から得られた知見は
次のとおりである。経済的な格差が低い状況
にあっては，選挙が近い時期にサーベイが実
施されているほど，各国固有の変数や各個人
の社会・経済・政治的変数の効果を統制して
もなお，人々は高いナショナルプライド（居
住国家に対するポジティブな帰属意識）を有
することが確認された一方，経済的な格差が
高い国家・状況においては，選挙が近づくほ
どにそれらの意識は弱められる傾向が確認
された（図１）。後者の場合，分析する指標
によっては移民への嫌悪感場などの排斥的
な傾向も強く見られるようになった。 

 
図１選挙時機・格差・ナショナルプライド 
［下記発表論文 学会⑧成果より抜粋］ 
 
なお，経済格差単独の効果については既存
研究においてすでに，高いナショナルプライ
ドをもたらすという分析が示されている
（Solt 2011 “Diversionary Nationalism” Journal 
of Politics, 73/3, 821-30.）ことから，本研究の
貢献は，むしろそのような経済格差が有する
ナシナルプライドへの正効果が，選挙近接と
の交互作用によって負に転ずる側面がある
ことを実証したともいえる。 
 ただし本研究成果は，当初着想の経緯から
新興民主主義国に分析を限定していたとこ
ろ，必ずしも新興民主主義国に限ったことで
は無い可能性を複数の査読過程において受
けており，最終的な英文査読誌上の成果とし
ては未刊行の状況である。本補助事業は終了
するものの，分析対象国を拡大したうえで今
後も引き続き公刊に結びつけることを企図



する。 
 
（２）政治的党派性との関連 
ラトヴィア共和国で実施した選挙前後期間
での繰り返しサーベイの結果からはおおむ
ね 2 つの事項が判明した。①1 か月単位の短
期的な帰属意識［ナショナルプライド］の変
動がみられる（また，民族的多数派・少数派
双方に同様の効果がみられる）②特に変動を
示したのは，いわゆる極右政党の支持者らで
はなく，政権を担当している中道政党の支持
者らであった。（図２） 

 
図 2 支持政党・選挙時機・ﾅｼｮﾅﾙﾌﾟﾗｲﾄﾞ 
 
極右政党支持者らは国家帰属意識等におい
ては既に強固な信念形成がなされており，短
期的な変動は示しづらい一方，中道政党の支
持者らは通常はそれらの争点に対しては強
固な信念形成を行っておらず，むしろ選挙時
に与党勢力から提供される諸情報を通じて
付随的に国家帰属意識を高めていることが
想定される。 
 なお本実験サーベイのデータについては
すでに公開しており，ごく少数ながら現地研
究者からの利用申請も存在する。 
 
（３）観衆費用理論との接続 
 
領土交渉などはナショナリスティックな反
響を呼び覚ましやすく，またとりわけ妥協・
妥結を必要とする交渉でもある。それゆえ，
国民世論からの反発を招きやすい状況下で，
民主主義国家のリーダーは当選当初の主張
を取り下げにくいことが指摘されてきた（い
わゆる観衆費用理論[Audience Cost Theory]）。 
 本調査事業の枠組みからはこの圧力の大
きさも選挙の遠近に応じて事なることが想
定される。東欧諸国とロシア連邦間の領土交
渉の自然実験的な状況を利用して，選挙近接
時の方が，実際に妥結が難しくなっているこ
とを明らかにした。 
なお本分析は，当初計画に含まれていたも
のではないものの，異なる科研費補助事業
（領域番号 15H06684［研究代表者：安井清
峰］）との共同研究を通じて実現したもので
ある。 
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